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	区分
	□治験　　□製造販売後臨床試験

	
	
	□医薬品　□医療機器



	洛和会書式5-4

	整理番号
	



治験費用変更に関する覚書
受託者（実施医療機関名）（以下「甲」という。）と委託者（治験依頼者名）（以下「乙」という。）並びに開発業務受託機関（開発業務受託機関名）（以下「丙」という。）とは、被験薬「　　　　　　　」の治験の実施に際し、甲乙丙間で西暦　　　　年　　月　　日付で締結した治験契約書（以下「原契約」という。）第　　条に基づく医療機関諸経費（以下、「治験費用」という。）及びその支払方法に関し、甲乙丙間で西暦　　　　年　　月　　日付で締結した治験費用に関する覚書（以下「原覚書」という。）を以下の通り変更するため本覚書（以下「本覚書」という。）を締結する。
第1条（治験費用の追加）
乙は、甲乙丙間で西暦　　　　年　　月　　日付で締結した「契約内容変更に関する覚書」に基づく原契約の　　　　　　　　　　の変更に伴い、原覚書に定める治験費用に加え、本覚書に添付の別紙「治験に関わる経費算出表　　（　　　　分）」（以下、「経費算出表　　」という。）に定める費用（以下「追加費用」という。）を甲に対し支払うものとする。
第2条（請求及び支払方法）
追加費用に関して、甲は、経費算出表　　に定める請求時期の翌月以降速やかに乙に対して請求書を発行し、乙は、当該請求書を受領した月の翌月末日までに甲が指定する銀行口座に請求金額を振り込むものとする。
第3条（有効期間）
本覚書の有効期間は、本覚書締結日から原契約の終了日までとする。
第4条（原覚書の適用）
本覚書に定める事項のほかは、原覚書に定めるとおりとする。
第5条（協議事項）
その他本覚書の各条項又は本覚書に記載のない事項について疑義が生じた場合、甲乙丙は、誠意を持って協議し円満に解決するものとする。
本覚書締結の証として本書3通を作成し、甲乙丙記名押印の上、各１通を保有する。
西暦　　　 　年　　 月　　 日
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　  　 甲　（住所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　  　 　（名称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　  　　 （代表者）　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     乙　（住所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　    （名称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　    （代表者）　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　    丙　（住所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　    （名称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　    （代表者）　　　　　　　　　　　　　　印

